
21世紀の「難民問題」
―人道危機への向き合い方―

特集の趣旨

中東やアフリカで長期化する内戦・紛争や内戦後の混乱から逃れるために欧州
を目指す人々の数は、21世紀に入って増加の一途をたどっている。とりわけ2015
年には陸路で欧州に渡る難民数が急増して欧州域内を揺るがす事態となった。
2016年以降も難民の流入規模は衰えておらず、海難事故で命を落とす難民も後を
絶たない。

第二次世界大戦以降、未曾有の人道危機とも言われる昨今の情勢に対して、私
たちはどのように向き合えば良いのだろうか。この問いを検討するために、長崎
大学多文化社会学部は2016年10月22日にシンポジウムを開催し、21世紀の「難民
問題」を多角的視点から捉えることを通じて活発な議論を交わした。

本特集は、シンポジウムの講演内容を各講演者が論文の形に整理して再構成す
ることにより、シンポジウムでの主要な論点を改めて読者に提起することを企図
している。

各論文の概要

各論文の概要説明に入る前に、欧州に渡る難民のルートを確認しておきたい。
欧州に入るための難民ルートには大きく二つがある。一つは北アフリカから地中
海を航路で渡り欧州を目指すもので、「地中海ルート（Mediterranean route）」
と呼ばれる。リビアやチュニジアからイタリアに渡るルートが一般的だが、モロッ
コにあるスペインの飛び地であるセウタやメリリャを経由して欧州に入るルート
も存在している。欧州対外国境管理協力機関（Frontex）などは前者を「中央地
中海ルート（Central Mediterranean route）」、後者を「西地中海ルート（Western
Mediterranean route）」と区分している。

もう一つは、トルコからギリシャやブルガリアを経由し、陸路でバルカン半島
を縦断して欧州を目指すもので、「バルカンルート（Balkan route）」と呼ばれる。
Frontex はこの「バルカンルート」をさらに2つに分け、トルコから主にエーゲ
海を航路で渡りギリシャへ入るルートを「東地中海ルート（Eastern Mediterra-
nean route）」、ギリシャ以降のルートを「西バルカンルート（Western Balkan
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route）」と呼称している。ただし一般的にはこれら二つをまとめて「バルカンルー
ト」とされることが多い。

内藤・見原論文は、このうち主に2015年の大規模な難民流入を招いた「バルカ
ンルート」に焦点を当てながら、EU 諸国が押し寄せる難民への対応をどのよう
に行い、いかなる政治的・社会的反応が生じたのか／生じつつあるのかを論じて
いる。EU 加盟国において、2014年に約56万人であった難民申請者数は2015年に
は125万人以上となり、2倍以上増加した。かつてないほどの規模で難民が流入
するという事態に、EU 全体として、あるいは EU の一国としてどのように取り
組むべきか。EU の政治において、あるいは EU 各国の政治において、この問い
をめぐる議論は紛糾の度合いを増すばかりである。オランダ、フランス、ドイツ
などで2017年に実施される一連の重要な選挙においても、難民や移民の受け入れ
は主要な争点となっている。難民・移民の受け入れに否定的な政党は、その根拠
の一つとして、難民・移民の文化的・宗教的差異を取り上げる。テロ事件が相次
ぐなかで「イスラーム過激派」を排除する動きが、次第に一般的なイスラーム嫌
悪のかたちであらわれてくることの問題も指摘されている。

続く宇野論文では、シリア内戦や難民流出の原因となったアラブ世界の混乱の
歴史的背景がまず確認される。アラブ世界の歴史から現在の難民の大規模な発生
の流れを振り返るなかで、そもそも「人の移動」自体は昔から行われてきたもの
であり、その人々が「難民」や「移民」や「外国人労働者」として区分されるよ
うになったのは近代国民国家の形成により国境線が引かれて以降のことであると
筆者は指摘する。現代の難民受け入れにおいて、「経済難民」あるいは「経済移
民」とみなされた人々は難民としての地位を認められないのが原則となっている。
だが、「移動」という行為からみたとき、これらの区分に明確な境界線を引くこ
とは果たして可能なのかと筆者は問いかける。この問いかけは、現代の「難民問
題」への対応の難しさを物語るものでもある。

日本の報道では中東からの難民に関心が向きがちであるが、アフリカからの難
民流出も深刻な問題である。眞城論文は、アフリカ難民の現状と難民の送り出し
国の政情について論じている。アフリカ難民の多くは、前述の難民ルートのうち、
「地中海ルート」を通過して欧州を目指す。長い航路を必要とするこのルートは
海難事故などに巻き込まれることも多く、命を落とす危険性も非常に高い。実際、
ここ数年の間に、一度の沈没事故で300人あるいは500人規模での死亡者が出る事
故が相次いでいる。それでも欧州大陸が目指される背景には、内戦や紛争といっ
た直接的な人道危機の状況下にある国から逃れる人々のみならず、内政不安によ
る深刻な政治問題や人権侵害を抱える国からの脱出を余儀なくされている人々も
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多くいることが挙げられる。筆者は後者の状態にあるエリトリアの状況に関する
分析を通じて、国際社会が難民流出国側の政府と共に難民対策を実施することの
難しさを浮き彫りにしている。

人道危機としての難民問題の一側面

当然のことだが、「難民問題」とは、国や EU や国際社会にとっての社会問題
や政治経済問題であると同時に、人間一人ひとりが国境を越えて移動をするとい
う行為にかかわる問題である。移動という行為には、事故や病気による命の危険
が増すことは言うまでもなく、様々な非人道的行為に巻き込まれる危険性も含ま
れる。眞城論文でも触れられているが、移動中に人身売買組織による誘拐や性的
搾取・性的虐待を受けるなど犯罪に巻き込まれる難民たちも数多くいる。

なかでも、難民の子どもがこうした被害を受けた場合、身体的・精神的なダメー
ジはきわめて深刻なものとなる。EU の統計によれば、2015年において同伴者の
いない18歳未満の子ども88，300人が EU 諸国に難民申請を行った1。2008～2013
年は毎年11，000～13，000人、2014年には23，000人であったこの数は、前年比で約
4倍に膨らんだことになる。このうち90％以上は男子で、また全体の半数以上
（57％）が16～17歳であったが、14～15歳（全体の29％）や14歳未満（全体の13％）
も相当数いた。同伴者のいない難民の子どもが旅路で心的外傷を伴うような被害
を受けるリスクは非常に高いと考えられる。だが、混乱の只中にある現在、たと
え同伴者を伴っている場合であっても、同様のリスクは相当高い状況にあると考
えるべきだろう。

こうした難民の子どもの心的外傷に関する現状把握や支援に向けた取り組みは
焦眉の急を要する課題である。最近では、国際機関を中心として、この問題に対
する取り組みが始まりつつある。例えば難民の子どもの性的搾取・性的虐待に関
しては、欧州評議会の主導による取り組みが進んでいる。2010年7月に発効し、
2017年現在42カ国が批准している「性的搾取及び性的虐待からの子どもの保護に
関する条約」の枠組みの中で、「難民危機に影響を受けた子どもの性的搾取及び
性的虐待からの保護」を目的とした緊急のモニタリングを締約国に対して実施し
ている2。各国に対して難民の子どもの数などの基本的データ、難民の子どもの
性的搾取・性的虐待の実態把握の方法、性的搾取・性的虐待の予防方法、被害に
遭った子どもに対するケアの方法などについての質問票を送付し、その回答を分
析して現状と今後の支援に向けた課題を明らかにすることが目的とされている。
現時点では締約国委員会による回答分析の段階にあるため、まだ全体像を把握す
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ることはできないが、今後こうした取り組みを通じて、難民の子どもに対する支
援が長期的に施される必要があるだろう。

さらに深刻なのは、行方不明になる難民の子どもである。EU によると、過去
2年間で既に1万人以上の難民の子どもが EU 域内で行方不明になったとみられ
ている3。EU 域外で行方不明になる子どもの数も合わせると、その数はさらに増
えると推定される。こうした子どもに対して、人身売買など人道に反する重大な
犯罪が起こっていることが懸念される。

「難民問題」への向き合い方

本特集では、主に中東やアフリカから欧州へと渡る難民について検討したが、
この事象は私たちにとって決して対岸の火事として済ませることのできるもので
はない。日本はこれまで経済援助を通じた難民支援は積極的に行ってきたものの、
難民認定に関しては他の先進国と比して極めて消極的な対応を取ってきた。ドイ
ツで2015年に難民条約に基づく難民として認定した数は14万人以上に上り、フラ
ンス、スウェーデン、オーストリアなどでも数千人単位で難民認定を行っている4。
日本の場合、同年の難民認定者数は19人であり、異議申し立て手続きを経て難民
として認定された人を合わせても27人という少なさである5。

国際社会からの批判を受け、最近では留学生としてシリア人を日本に一定期間
受け入れる事業の立ち上げも決まっている。国際協力機構（JICA）が実施予定
の「シリア平和への架け橋・人材育成プログラム」である6。最大100人のシリア
人を一人あたり最大3年間、日本の大学院に受け入れることにより、内戦後の平
和構築やシリアと日本の架け橋になる人材の育成が目指されている。この事業に
期待される役割は非常に大きいだろう。しかしこの解決策だけで、難民という人
道危機や移民というグローバルな人の流れにどのように向き合っていくべきかと
いう根本的な問いに真正面から向き合うことができるわけではない。今こそ、私
たち一人ひとりが、この問いにどのように向き合うべきかを考えるときが来てい
るのではないだろうか。本特集がそのための一助となれば幸いである。

（見原礼子）
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